










































































































（ 1 ）　森　英明「最高裁判所判例解説」『法曹時報』60巻 2 号（2008年）666頁






























（ 4 ）　阿部泰隆『環境法判例百選〈第 2 版〉』107頁




































（ 9 ）　阿部泰隆「場外車券発売施設設置許可処分取消訴訟における周辺住民 ・ 医療機関の原
告適格」『判例評論』621号（2010年）167頁



























































































のみによって判断することなく、関係法令の目的 ・ 趣旨や被侵害利益の内容 ・
性質、被害態様など多面的な考慮を行うことを求めている同項の趣旨など、ど
（15）　福井秀夫 = 村田斉志 = 越智敏裕『新行政事件訴訟法－逐条解説とＱ＆Ａ』（新日本法
規出版、2004年）321頁。塩野宏「改正行政事件訴訟法の課題と展望」『行政法概念の諸















































（21）　山本 ・ 前掲注（ 6 ）472頁、神橋一彦「判例批評」『民商法雑誌』143巻 3 号310頁。深
澤龍一郎「改正行政事件訴訟法施行状況検証研究会の論点」『論究ジュリスト』2014年































（23）　山本 ・ 前掲注（ 6 ）464頁は、利益の内容及び性質をふまえた原告適格の拡張を指示
した行訴法 9 条 2 項の「逆用ないし誤用」と指摘する。また、板垣勝彦「最高裁判所民
事判例研究」『法学協会雑誌』129巻 5 号（2012年）1221頁は、「行訴法 9 条 2 項改正の
趣旨に正面から応答しようとしているかという、最高裁の姿勢」が問われているとする。











（23）　山本 ・ 前掲注（ 6 ）464頁は、利益の内容及び性質をふまえた原告適格の拡張を指示
した行訴法 9 条 2 項の「逆用ないし誤用」と指摘する。また、板垣勝彦「最高裁判所民
事判例研究」『法学協会雑誌』129巻 5 号（2012年）1221頁は、「行訴法 9 条 2 項改正の
趣旨に正面から応答しようとしているかという、最高裁の姿勢」が問われているとする。





















て、同条 2 項の全面的見直しと同条 1 項の「法律上の利益」の文言自体の変更
を含む行訴法再改正に向けた立法論的取り組みに比重を移すことが不可欠であ










































等の用途地域等への適合（33条 1 項 1 号）、②道路、公園、広場その他の公共
の用に供する空地の環境保全 ・ 災害防止等への適合（同 2 号）、③排水施設等
による溢水被害防止（同 3 号）、④給水施設の配置（同 4 号）、⑤地区計画等へ
の適合（同 5 号）、⑥利便増進 ・ 環境保全のための公共施設等の配分（同 6
号）、⑦地盤沈下、崖崩れ等による災害防止（同 7 号）、⑧法令上開発行為を行
うのに適当でない区域内の土地を含まないこと（同 8 号）、⑨樹木の保存等

























成を目的とした開発許可（10条の 2 第 1 項）に関する判決として、最三小判平
成13.3.13民集55巻 2 号283頁（林地開発許可事件判決）がある。土砂の流出又
は崩壊その他の災害を発生させるおそれがないこと（10条の 2 第 2 項 1 号）及























































































てきた流域住民については、行訴法 9 条 2 項の趣旨をふまえ、特に被侵害利益



































































































14.1.22民集56巻 1 号46頁）等がある。最二小判平成元 .2.17民集43巻 2 号56頁（新潟空港
判決）は、処分の根拠規定だけでなく、目的を共通にする関連法規の関係規定を考慮し
て、また、最三小判平成4.9.22民集46巻 6 号571頁（もんじゅ判決）は、処分根拠法規の

































































































































































































































































































































（70）　芝池義一「行政法における公益 ・ 第三者利益」ジュリスト増刊 『法律学の争点シリー

































市民参加」『福岡大学法学論叢』47巻 3 = 4 号（2003年）367頁以下
（73）　遠藤 ・ 前掲注（37）19頁（初出『公法研究』45号、1983年）
（74）　椎名愼太郎「環境行政訴訟の原告適格再論―2004年行訴法改正は不十分である」『山











































するための計画」（12条の 5 第 1 項）であり、「当該地区内の住民等にとって良
好な市街地環境の形成又は保持」（都市計画運用指針Ⅳ - 2 - 1 Ｇ 1 ）を目的と
するものであることから、計画案については、土地所有者等からの意見を求め























































について定める地区計画条例（建築基準法68条の 2 第 1 項）やまちづくり、自
（83）　神橋一彦「原告適格論と憲法の視点」『立教法学』82号（2011年）245頁以下は、処分
要件を分解し、各規定に即して 1 人 1 人の原告につき個別に精査する「精査選別的な原








































































（88）　福井秀夫「市場の失敗対策としての行政法の再構成」高木光 = 交告尚史 = 占部裕典






































（92）　我妻栄 = 有泉亨 = 川井健『民法 1 』 （勁草書房、2005年）373頁、407頁

































































































的社会的条件に応じた保全（ 3 条 1 項）、生物の多様性に及ぼす影響の回避 ・

















































（107）　北村 ・ 前掲注（ 7 ）146頁、同 ・ 前掲注（69）548頁、及川敬貴『生物多様性という



















なお、名古屋市の平針里山訴訟において、原告側は、都市計画法33条 1 項 2














（109）　本件訴訟の評釈として、洞澤秀雄「平針里山訴訟」『南山法学』37巻 1 ・ 2 号（2014







































（110）　山本 ・ 前掲注（ 6 ）457頁
（111）　宇賀克也「団体訴訟の必要性―団体訴訟シンポジウムにおけるコメント」『論究ジュ
リスト』2015年冬号148頁
















































































































































































































































法における団体訴訟」小早川光郎 = 宇賀克也編『塩野宏先生古稀記念 行政法の発展と
変革（下）』（有斐閣、2001年）35頁以下、同「ドイツにおける環境 ・ 法的救済法の成立
―団体訴訟の法的性質をめぐる一考察（ 1 ）（ 2 ）」『阪大法学』57巻 2 号（2007年）203
頁以下、同58巻 2 号（2008年）279頁以下、土田伸也「ドイツ環境法における団体訴訟























































































































（138）　阿部 ・ 前掲注（36）はしがき 5 頁は、被告代理人を務める訟務検事の多くが裁判官
からの出向であり、裁判所も権利救済の実効化に消極的であると指摘している。また、
遠藤 ・ 前掲注（37）75頁（初出『雄川一郎先生献呈論集『行政法の諸問題（下）』、1989
年）は、不利益な処分をした国家が訴訟負担を可及的に負うべきであるとして、法務大
臣権限法を改正し、各地の法務局訟務部を行政事件相談部にかえ、素人の私人が相談に
行くと、訴訟形式の選択から訴訟手続上の行為の一切までをやってもらえる仕組みを提
唱していた。
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